◎ 退職金規程
（目的）
第１条　この規程は、就業規則第47条にもとづき、退職金の取り扱いについて定める。
（適用範囲）
第２条　この規程は、社員に対して適用する。嘱託社員、契約社員、臨時社員、パートタイマー、アルバイトについては、本規程は適用除外とする。
（退職金の支給）
第３条　基本退職金は、勤続１年以上の社員が次の各号のいずれかの事由で退職、解雇となったときに、一時金として支給する。
(1)退職を願い出て会社の承認があったとき
(2)死亡したとき
(3)休職期間が満了し、なお休職事由が消滅しないとき
(4)当社役員に就任したとき
(5)定年に達したとき
(6)会社都合により解雇となったとき
（支給制限）
第４条　就業規則により懲戒解雇された者に対しては、退職金を支給しない。ただし、情状によって減額支給とすることがある。
２．退職金の支払いまでの間に、本人の在職中の行為について懲戒解雇相当事由が判明したときは、退職金の全部または一部を支給しないことがある。また、退職後において、本人の在職中の行為について懲戒解雇相当事由が判明したときは、退職金の全部または一部を返還させることがある。
（退職金支給額）
第５条　退職金の支給額は、次の算式により算出した額とする。
　退職時基本給×勤続年数別・退職事由別退職金支給率（別に定める）
（勤続年数）
第６条　勤続年数は入社日から起算する。
２．就業規則第40条第１項第１号、第２号の休職期間は、勤続年数に含めない。同第３号については都度定める。
（支払い方法）
第７条　退職金は、その全額を通貨によって直接本人に支払う。ただし、本人の同意があるときは、本人名義の金融機関口座への振り込みまたは小切手により支払う。
（支払い時期）
第８条　退職金は、原則として退職の日から１ヶ月以内に支払う。
（死亡退職の取り扱い）
第９条　この規程により退職金を受けるべき本人が死亡したときは、退職金は遺族に支払う。

２．遺族の範囲および順位は、労働基準法施行規則の定めるところによる。

（債務の弁済）

第10条　退職金を受ける者が会社に対し弁済すべき債務を負う場合は、受領した退職金の一部または全部をもって当該債務を弁済するものとする。

（規程の改定）

第11条　本規程は、関係諸規程の改正または社会経済情勢の変動などにより、一部または全部を改廃することがある。

付　則　この規程は、平成○年○月○日から実施する。

